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事業概要

取得または建設が決定したタワーの累計数*累計導入済み物件数*

国内 374件 海外 234件

屋内インフラシェアリング 屋外タワーシェアリング

✓ 4Gに加えて、5G対応共用装置を開発し、
商用サービスを展開

✓ 国内に加えて、ベトナムでもIBS事業を展開

✓ 2020年度より本格参入

✓ カーブアウト（通信事業者から既設鉄塔の取得）
に加えて、ルーラルタワー、デジタルポール等を自社で
建設し、事業拡大を推進

6,300本超

＊2022年12月31日時点（海外IBS事業は、2022年9月30日時点）

＊ 4G（新規導入・リプレース）、5Gの合計



COPYRIGHT © JTOWER INC. ALL RIGHTS RESERVED. 4

屋内インフラシェアリング ～導入物件数推移
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4G累計導入済み物件数*1

4G新規導入予定物件数*2

5G累計導入済み物件数*1

5G新規導入予定物件数*2

（件）

*1: 導入物件における電波発射が完了し売上計上を開始している物件

*2: 不動産事業者の内諾や携帯電話事業者からの参画意向を受領し、今後数年以内に電波発射し売上計上することが見込まれている物件

5G IBS

120件

4G IBS

405件

◼ 5G IBSは、2020年度にSub6に対応した共用装置の開発を完了し、5Gの屋内整備を開始

◼ 4G/5Gともに導入物件数を拡大中
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屋外タワーシェアリング ～カーブアウト

◼ 2021年度に、NTT西日本、NTT東日本およびNTTドコモからの鉄塔カーブアウトに関する
基本契約の締結を完了し、通信鉄塔6,209本の移管を進行中
今後も、更なるカーブアウトの拡大を目指す

6,002本 71本

＊1 基本契約において合意済みの総本数

136本

2022年3月 2021年7月 2022年3月

1,062億円 7億円 9億円

対象鉄塔本数*¹

基本契約締結

取得金額

移管
2022年内に546本移管完了
2023年度中の完了目指す

2022年12月より、タワーの移管を開始
今後、移管ペースを加速していく
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屋外タワーシェアリング ～ルーラルタワー

◼ 建設が決定している約150本のうち、2022年度は約100本の建設を完了する計画

◼ 2023年2月、沖縄県国頭郡のルーラルタワーにて携帯電話事業者へのサービス提供を開始

ルーラルタワー約150本の建設が決定

沖縄県糸満市での屋外5G電波環境整備

補助金*¹交付が決定
2022年

6月

その他の案件についても補助金を活用し

2022年度内に、約100本を建設完了する計画

ルーラルタワーシェアリングの進捗

サービス提供を開始した沖縄国頭郡の設備

*1: * 5G基地局整備費の２/３が補助される制度/ インフラシェアリングを含む複数社が共同で基地局を整備する場合、補助率がかさ上げされる（1/2→2/3）

沖縄県国頭郡のルーラルタワーにて

携帯電話事業者へのサービス提供を開始
2023年

2月
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キャリア5Gとローカル5Gのインフラシェアリング
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キャリア5Gとローカル5Gとキャリア5Gの共用設備

徳島県立中央病院徳島県庁

導入事例

◼ キャリア5GのSub6帯5G共用設備をローカル5G用にも拡張

◼ 2022年12月に、徳島県庁等で導入
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海外のインフラシェアリング
市場動向
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海外のインフラシェアリング市場動向（１）

◼ APAC地域はインフラシェアリングのシェアが急拡大している地域のひとつ
（下記グラフ水色部分がタワー会社保有の通信タワーの割合）

＜通信タワーに占めるタワー会社保有割合＞
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◼ APAC地域の中では日本のインフラシェアリングの拡大余地は大きい

＜APAC地域における通信タワーに占めるタワー会社保有割合＞

海外のインフラシェアリング市場動向（２）
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5Gインフラの整備推進
に向けて
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5Gインフラ整備の推進

【基本的な考え方】

◼ 特にミリ波帯の活用推進は、世界的にも発展途上であるからこそ、6Gに向けても日本で取り

組むべき課題と認識

◼ 本ワーキンググループでも、5Gインフラ整備のプロアクティブな推進施策について検討を行って

はどうか

12

収益面 設備投資面

• 携帯電話料金の低廉化による通信料収入
への影響

• 収益拡大につながる、LTEとの差別化が図
られた5Gサービスの実現

• 大手3社のインフラ整備への投資は、増えて
いない状況

• 5Gインフラの整備や既存周波数帯域の維
持における効率化の追求
⇒インフラシェアリングは、有効な実現手法

ｰ5Gインフラ整備の推進の検討を行う上での観点ｰ

-8%

FY20 FY22
予想

FY20 FY22
予想

FY20 FY22
予想

-9~-10％ -9%

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

出所：第1回事務局資料スライド16を基に作成 出所：第1回事務局資料スライド16から引用

（億円）
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28GHz帯対応 5G共用無線機の開発
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◼ 当社では、より効率的なインフラシェアリングを目指し、携帯電話事業者4社の周波数帯に
対応した28GHz帯共用無線機の開発を行い、2023年度中の商用化に向けて準備中

コアネットワーク

CU・DU

無線機

中継装置

アンテナ

サイトシェアリング アンテナシェアリング 中継装置シェアリング

A B

A B

A B

A B

A B

A B

A B

シェア

A B

A B

シェア

シェア

A B

A B

シェア

シェア

事業者A 事業者B

設置場所 シェアシェア

A B

シェア

A B

シェア

A B シェア

無線機シェアリング

5Gネットワーク
階層構造

対応周波数 28GHz帯（n257：26.5GHz~29.5GHz）

装置形態 アンテナ一体型RU

特徴

✓ 小型軽量（10L未満、10kg未満）で屋内外の幅広い設
置場所を想定

✓ O-RAN仕様
✓ 更に上位レイヤーでの無線機シェアリングを実現

装置概要

装置外観

文章修正
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28GHz帯 5G共用無線機のメリット
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◼ 5G共用無線機を導入することで、「超高トラフィックエリアでのユーザ利用環境の向上」、「新た
なユーザエクスペリエンスの創出」等に向け、5Gインフラの効率的な整備が可能

◼ 複数事業者の基地局を集約することで、小スペース・省エネ化の実現、景観上の課題にも配慮

NTTドコモ KDDI

ソフトバンク 楽天モバイル

【携帯電話事業者各社の主なユースケース（第3回携帯電話事業者ヒアリング資料から抜粋）】

改訂
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5Gインフラ整備の推進策
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◼ 高周波数帯の活用、並びに運用帯域がより多くなることに伴うコスト増を軽減するため、既存周波数帯にお
けるインフラ全体の最適化を含む設備投資の効率化を進めることが必要

◼ 日本においては、インフラシェアリングの活用余地は大きく、当社として、5G整備に貢献できる分野

◼ ミリ波帯については、インフラシェアリングに着目した支援策（税制優遇、補助金等の財政支援など）により、
整備を促進することも一案

【ミリ波帯の推進】

⚫ ミリ波帯は、設置可能性のある都市部の整備から進めることで、

普及に弾み

⚫ 新規整備になるため、インフラシェアリングの有効性は高く、携

帯電話事業者からみても、設備投資、保守費用等の圧縮効果

が見込める

⚫ 支援策については、5Gの特徴を活かす技術の活用を要件とし高

品質な5Gサービスの提供を促す仕組みとするなどの考慮が必要

※財政支援については簡潔なスキームとし、利用を喚起

（その他の観点）

⚫ 都市部では基地局までのアクセス回線の敷設コストも高額にな

るため、必要な方策についても検討が必要

屋外

改訂

写真は意見な
ければ素材を

購入

改訂

共用無線機等

屋内

共用無線機等
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ミリ波帯の周波数割当てについて
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◼ 周波数割当てにおいては、「イノベーションや新サービスの創出につなげ

る」ことを政策目標として、割当て制度の設計を行うことに賛同

◼ 周波数割当ての際の条件面については、インフラ整備にもつながる観点

で質的な項目設定も有益と考える

【条件例】

• 5Gサービス面

5Gの特徴を活かす技術（Massive MIMO、ビームフォーミング、MEC、SA

構成、 ネットワークスライシング等）の活用したサービスの提供

• 効率的なインフラ整備

インフラシェアリング（既存周波数を含む設備共用）の活用度等
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まとめ
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◼ 当社は、28GHz帯の共用無線機を開発するなど、屋内外問わず

様々な形態でインフラシェアリングソリューションを提供

◼ 他方、日本は、諸外国に比べてインフラシェアリングは進んでおらず、

普及の余地は、まだまだ大きい

◼ 5Gインフラ整備については、インフラシェアリングの更なる推進によって、

設備投資面での最適化を図ることが必要

◼ ミリ波帯については、都市部においても、整備のための支援策を講ず

ることで普及に弾み

改訂
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